沿岸 地域 基幹 産業 D X 推 進 事業 費 補 助 金 募集 要項 
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事業 の 目的 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































沿岸 市 町 村 の 基幹 産業 で ある 水産 加工 業 に お ける 事業 の 高度 化 及 び 生 産 性 の 向上 を 通じ た 付加 価 
値 と 給与 水準 の 向上 を 支援 し ます 。 
2 補助 事業 の 概要 
水産 加工 事業 者 が 新た な デジ タル 技術 を 用 いた 新 商品 の 開発 、 商 品 の 新た な 生産 若しくは 販売 又は 
管理 の 効率 化 の 方 式 の 導入 を 行う 場合 、 県 と 市 町 村 が 共同 し て 補助 し ます 。 
(1) 補助 対象 者 沿岸 市 町 村 に 事業 所 が ある 水産 加工 事業 者 
(2) 対象 経費 専門 家 謝 金 、 委 託 料 及び 備品 購入 費 
(3) 補助 上 限 額 1,000 万 円 
(4) 補助 率 2 分 の 1 
3 補助 対象 者 
本 補助 金 の 対象 者 は 、 以 下 の (1) か ら (5) の 要件 を 満た すこ と が 必要 で す 。 
(1) 沿岸 市 町 村 に 事業 所 が ある 水産 加工 事業 者 で 、 情 報 通信 技術 を 用 いた 新 商品 の 開発 、 商 品 の 新 
た な 生産 若しくは 販売 又は 管理 の 効率 化 の 方 式 の 導入 に より 、 従 業 員 の 給与 水準 の 向上 を 図る 者 
で ある こと 。 
ア 沿岸 市 町 村 と は 、「 宮 古市 、 大 船渡 市 、 久 慈 市 、 陸 前 高田 市 、 和 多 石 市 、 大 構 町 、 山 田町 、 岩 
泉町 、 田 野 畑 村 、 普 代 村 、 野 田村 及び 洋 野 町 」 を 指し ます 。 
イ 水産 加工 事業 者 と は 、 水 産物 を 原料 と する 食料 品 製造 業 を 営む 個人 又は 法人 、 水 産 加工 業 協 
同 組合 及び 水産 物 を 原料 と する 食料 品 製造 業 を 営む 個人 又は 法人 の み で 構成 され る 事業 協同 
組合 を 指し ます 。 
(2) 補助 金 の 交付 を 申請 し よう と する 設備 投資 を 対象 と し た 国 又は 岩手 県 が 実施 する 他 の 補助 金 
の 交付 決定 を 受け て いな いこ と 。 
(3) 補助 金 の 交付 を 申請 する 過去 3 年間 に 補助 金 の 不正 受給 を 行っ た こと が な いこ と 。 
(4) 国税 、 県 税 及び 市 町 村 税 に 滞納 が な いこ と 。 
(5) 役員 等 (事業 主 が 個人 で ある 場合 に は その 者 を 、 事 業 主 が 法人 で ある 場合 に は その 役員 又は 
その 支店 若しくは 常時 契約 を 締結 する 権限 を 有する 事務 所 、 事 業 所 等 を 代表 する 者 を いう 。) 
が 、 ラ 柄 力 団員 ( 竣 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 (平成 3 年 法律 第 77 号 ) 第 
2 条 第 6 号 に 規定 する 禁 力 団員 を いう 。 以下 同じ 。) で な いと 認め られ る こと 又は 横 力 団 ( 同 
法 同 条 第 2 号 に 規定 する 暴力 団 を いう 。) 若しくは ラ 鞭 力 団員 と 密接 な 関係 を 有 し て いな いと 朗 


め ら れる こと 。 




















4 補助 対象 要件 
補助 を 受け る に 当たっ て は 、 補 助 事業 実施 年 度 の 翌年 度 の 給 

















支給 額 に つい て 、 事業 実施 年 度 か ら 
3 パーセント 以上 向上 させ る 事業 計画 を 策定 する 必要 が あり ます 。 












































従業 員 へ の 給与 支給 額 の 増加 計画 に つい て は 、 下 記 に より 策定 し て くだ さい 。 


























(1) 対象 者 は 、 全 従業 員 と し て くだ さい 。 た だ し 、 補 助 金 活用 工程 ・ 部 門 が 他 の 工程 ・ 部 門 と 明確 


に 区 分 で きる 場合 に は 、 補 助 金 活 用 工程 ・ 部 門 に 係る 従業 員 の み を 対象 と する こと が で きま す 。 
(2) 算定 に 用 いる 科目 は 、 給 料 、 賃 金 及 び 賞 与 (これ ら に 相当 する 別 の 名 称 の も の を 含む 。) と し 
て くだ さい 。 

















































































































(3) 給与 支給 額 の 増加 率 は 、 事 業 実施 年 度 の 翌年 度 の 給与 支給 額 が 事業 実施 年 度 の 給与 支給 額 に 対 
し て 3 パーセント 以上 向上 する よう に 策定 し て くだ さい 。 こ の 場合 に お いて 、 給 与 支 給 額 に つい 
て は 、 対 象 従業 員 1 人 当たり の 給与 支給 額 又 は 対象 従業 員 へ の 支給 総額 を 用 いて くだ さい 。 

(4) 補助 事業 実施 後に 対象 と な る 従業 員 が 増加 する 場合 (従業 員 の 総数 が 増加 する 場合 に 限る ) は 、 
対象 従業 員 へ の 支給 総額 の 算定 に 加え て も 構い ませ ん 。 
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な お 、 給 与 支給 額 の 増加 率 が 計画 を 下回っ た 場合 、 補 助人 金 の 全部 又は 一 部 の 返還 を 命ずる こと が あ 
り ま す の で ご 注意 くだ さい 。 















































5 補助 額 
(1) 補助 率 2 分 の 1 (県 と 市 町 村 で 4 分 の 1 ずつ 負担 し 、 市 町 村 が 補助 し ます 。) 














(2) 補助 上 限 額 1,000 万 円 








6 補助 事業 期間 
科 助 事業 期間 は 、 以 下 の と お り と し ます 。 








変 付 決定 日 か ら 令 和 5 年 3 月 10 ( 金 ) 3 
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審査 会 (R4.8) 交付 決定 日 KR 4.9 へ ) R ら .3.10 R5. 3.31 





採択 ・ 補助 事業 期間 完了 確認 ・ 


補助 金 支払 


(補助 事業 期間 中 に 発生 か つ 
計画 書 精査 ・ 昭 
a 情 直 支払 完了 し た 経費 が 補助 対象 





7 補助 事業 の 流れ 
科 助 事業 の 基本 的 な 流れ は 次 の と お り で す 。 






② 活 用 意向 回 答 * 







の 事業 計画 の 記 募 
【 令 和 4 年 7 月 15 日 ( 金 】 






| %② で 市 町 村 に 活用 意向 を 伝え て いな い 場 合 | 
は 、 市 町 村 に 推薦 の 見 込み を 確認 の うえ 応 | 








募 し て くだ さい 。 

⑨ 補 助 金 交付 申請 

アス EIEN I ET 、 
! ⑪ 事 業 実施 ] 
! 【 補 助 事業 期間 : 交付 決定 日 | 
|! 令 和 5 年 3 月 10 日 ( 金 ) まで 】 
| 

| | 





⑬ 補 助 事業 実績 報告 書 作成 ・ 提 出 
【 令 和 5 ら 年 3 月 10 日 ( 金 ) ま で )】 










⑯ 補 助 金 請求 





① 活 用 意向 調査 


⑤ ヒ アリ ング ・ 推 薦 判断 (市 町 村 ) 


⑥ 補 助 金 審査 会 


⑥ 
MN 
に 
“ 
GT 


(⑦ 補 助 金 採択 の 決定 通知 


⑧ 補 助 金額 の 内 示 


⑩ 補 助 金 交 付 決定 


⑫ 中 間 確認 * ヒ アリ ング 
(適宜 ) 


⑭ 事 業 完了 確認 調査 


⑰ 補 助 金 支 払い 


8 補助 対象 経費 





















































































































































































































































補助 事業 実施 の た め 必 要 な 経費 で あっ て 、 以下 の (1 ) て (3 ) の 要件 を 満た す も の を 補助 対象 経費 と 
いま すず 
(1) 補助 事業 の 実施 に 直接 必要 な 経費 で ある こと 
(2) 事業 実施 期間 内 に 契約 、 取 得 及び 支払 い を 完了 し た 経費 で ある こと 
(3) 使途 、 単 価 、 規 模 等 が 証拠 書類 等 に より 確認 可能 な 経費 で ある こと 
【 補 助 対象 と な る 経費 】 
経費 区 分 内 容 
専門 家 謝 金 本 事業 実施 の た め に 依頼 し た 専門 家 に 支払 われ る 経費 
委託 料 本 事業 実施 に 係る コン サル ティ ング や アド バイ ス 等 を 受け る 経費 
備品 購入 費 機械 、 器 具 及 び 備 品 等 の 購入 に 要する 経費 
【 留 意 事項 】 














・ 専 門 家 謝 金 の 単価 は 、 そ の 金額 が 社 
し て くだ さい 。 
る 支払 い は 銀行 


に よる 支払 い を し た 経費 は 原則 、 


な 金額 に 
・ 経費 に か か 
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振込 を 
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・ イ ンタ ー ネ ッ 


















































サイ ト で の 購入 時 等 に 得 ら れる 各種 
































会 通念 上 妥当 な も の で ある 必要 が あり ます 。 


ます 。 
Eg ボ ポイ ント (楽天 ポイ ント 、 エ ポイ ント な ど ) 等 




















対外 的 に 説明 可能 


則 と し 、 現 金 、 カ ー ド 払い (クレ ジッ トカ ー ド 、 プ リ ベ イ ドカ 
補助 対象 外 と な り 







































































に つい て は 、 円 換算 分 を 補助 対象 経費 か ら 差 し 引い た 上 で 事業 実績 報告 書 を 作成 する 必要 が あり ま 
す 。 
【 補 助 対象 と な ら な い 経 費 】 
補助 対象 経費 と な ら な い 代 表 的 な 経費 は 次 の と お り で す 。( た だ し 、 本 表 に 記載 し た 以外 に も 補助 
対象 と な ら な い 場 合 が あり ます の で 、 判 断 し か ね る 場合 は 申込 前 に あら か じ め 問 い 合 わせ 先 へ 確認 し 
て くだ さい 。) 
対象 と な ら な い 経 費 の 例 対象 と な ら な いも の の 例 
備品 購入 に 含ま れ な いも の | ・ 取 得 価 額 が 3 万 円 未満 の 少額 の も の 
・ 中 古物 品 
・ 不 動産 の 購入 費 
・ 既 存 設備 の 更新 や 買い 替え に 当たる も の 












































・ 市 販 の パッ ケー ジ ソ フ ト の 購入 





える 商品 (パソ コン 等 ) 








間接 的 な 経費 
















































































・ 汎 用 性 が 高く 、 補 助 対象 事業 以外 に も 使 
・ 手 数 料 、 保 険 料 、 通 信 費 、 印 紙 代 、 雑 費 等 
・ 租 税 公課 (消費 税 、 地 方 消費 税 ) 

・ 法 令 に 基づく 申請 費用 

・ 本 補助 金 に 関す る 書類 作成 代行 費用 






































事業 者 の 費 











H の 支払 が 明確 
に 証明 で き な い も の 

















払わ れ て いる 経費 











・ 補 助 対象 事業 以外 の 
対象 経費 が 明確 に 区 分 され て 



































・ 補 助 事 業者 以外 が 発行 する 手 
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・ 経 費 区 分 の 明細 が な く (実施 し た 事業 の 内 訳 が わか ら ず ) 一 括 で 支 























引 と 混同 し て 支払 が 行わ れ て いる 経費 (補助 
\ る 場合 を 除く ) 
・ 小 切手 で の 支払 の 場合 





9 応募 手続 き の 概要 


(1) 


(2) 


(3) 


(4) 
















































































































































































































































































































































































































































































応募 受付 期限 
令 和 4 年 7 月 15 日 ( 金 ) (下記 提出 先 へ 必着 ) 
応募 書類 提出 先 
事業 を 実施 する 市 町 村 に 提出 し て くだ さい 。 
市 町 村 名 担当 部 周 連絡 先 市 町 村 名 担当 部 販 連絡 先 
産業 振興 部 
洋 野 町 水産 商工 課 | 0194-65-5916 宮古 市 産業 支援 セ | 0193-68-9092 
ジグ ター 
久慈 市 0 0194-52-2122 山田 町 水産 商工 課 | 0193-82-3111 
林業 水産 課 
田村 | 産業 振興 課 | 0194-78-2926 大 棚町 産業 振興 課 | 0193-42-8725 
普代 村 | 建設 水産 課 | 0194-35-2116 釜石 市 人 0193-22-2111 
水産 農林 課 
野 畑村 | 産業 振興 課 | 0194-34-2111 | 大 船渡 市 MS 0192-27-3111 
年 .』 木 
岩泉 町 前 0194-22-2111 | 陸前 高田 市 A 0192-54-2111 
住宅 支援 室 水産 課 
問い 合わ せ 先 
上 記 市 町 村 担 当 部 署 又は 下記 に お 問い 合わ せく だ さい 。 
岩手 県 復興 防災 部 復興 ぐら し 再建 課 019-629-6931 
提出 書類 
以下 の 書類 を 各 1 部 ずつ 提出 し て くだ さい 。 
ア 事業 計画 説明 書 (要領 様式 第 6 号 ) 
イ 過去 3 年 分 の 決算 書 (法人 事業 概況 説明 書 又 は 事業 報告 書 、 貸 借 対 照 員 益 計算 書 、 販 売 
費 及 び 一 般 管 理 費 内 訳書 及び 製造 原価 報告 書 ) 
ウ 中 期 経営 計画 書 (任意 様式 ) ※ 定 め て いる 場合 





10 審査 

8 月 に 開催 予定 の 審査 会 で 採択 者 を 決定 し 
着眼 点 に 基づき 審査 し ます 。 

審査 結果 に つい て は 、 全 て の 応募 者 に 県 (復興 防災 部 復興 . ら し 再建 課 ) か ら 書 面 で 通知 し ます 。 




















ます 。 審査 会 で は 、 提 出さ れ た 書類 に より 、 概 ね 下記 の 
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[ 主 な 着眼 点 ] 
番 査 項 益 査 視点 

・ 解 決し た い 課題 の 把握 は 適切 で ある か 。 

課題 把握 の 妥当 性 ・ 解 決し た い 課 題 は 、 事 業者 及び 補助 金 活用 工程 ・ 部 門 に と と っ て 重要 
な も の か 。 

取組 計画 の 受 当 性 ・ 取 組 内 容 は 、 課 題 解決 に 資す る も の と な っ て いる か 。 
・ 取 組 の 内 容 が 、 単 な る 業務 の デジ タル 化 に と ど ま ら ず 、 製 品 や サー 

DX 導入 の 先進 性 ビス 、 ビ ジネス モデ ル 、 業 務 、 組 織 、 プ ロ セ ス 、 企 業 文化 ・ 風 土 等 





の 変革 に つなが る も の と な っ て いる か 。 





・ 取 組 に より 得 ら れる 効果 の 見 込み は 適切 で ある か 。 
・ 見 込ま れる 効果 は 、 経 費 額 に 対 し て 十分 で ある か 。 











取組 に より 得 ら れる 効果 








a 


ほ 費 の 妥当 性 





・ 対 象 経費 の 内 容 及 び 金 額 は 受 当 で ある か 。 


に 


























・ 算 定 対象 者 の 設定 は 妥当 で ある か 。 
・ 付 加 価 値 額 の 向上 に 対し 、 給 与 支給 額 の 向上 が 十分 で ある か 。 


























給与 支給 額 増 加 へ の 効果 

































































外部 評 1 ・ 外 部 評価 に より 、 取 組 内 容 に つい て の 指導 等 を 受け て いる か 。 
EN 

・ 外 部 評価 機関 や 評価 内 容 は 適切 か 。 
1 8 ・ 市 町 村 か ら の 推薦 や 予算 措置 な ど 、 協 調 補助 主体 と し て の 支援 体制 
市 町 村 の 支援 体制 











よ 十 分 か 。 


ーー 








11 交付 決定 
採択 され た 方 に つい て は 、 補 助 金 交付 申請 書 の 提出 等 、 補助 金 交付 に 係る 必要 な 手続 き を 行っ て い 
た だ きま す 。 ま た 、 補 助 金 の 交付 予定 額 等 に つい て は 、 審 査 会 の 意見 等 を 踏ま えて 事業 計画 書 の 内 容 
を 精査 の うえ 、 交 付 決定 通知 書 に より 正式 に 決定 ・ 通 知 し ます 。 




















































































































12 補助 金 の 交付 
補助 金 の 交付 に つい て は 、 補助 事業 の 完了 後 30 日 以内 (又は 令 和 5 年 3 月 10 日 の いずれ か 早い 日 
まで ) に 実績 報告 書 を 提出 し て いた だ き 、 市 町 村 が 完了 確認 を 行っ た うえ で 、 精 算 払 いと な り ま す 。 




















13 交付 決定 後 の 留 意 事項 

交付 決定 後に は 、 下 記 の 点 に 留意 し て くだ さい 。 

(1) 補助 事業 の 内 容 や 経費 の 配分 に 関す る 変更 等 
交付 決定 を 受け た 後 、 補 助 事 業 の 内 容 の 変更 (事業 の 中 止 駐 は 廃止 、 事 業 実施 主体 や 事業 実施 
箇所 の 変更 な ど ) や 経費 の 配分 の 変更 等 を し よう と する 場合 は 、 あ ら か じ め 市 町 村 へ 申請 し 、 承 
認 を 受け な けれ ば な り ま せん 。 
































て ゴ 
J 
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(2) 補助 事業 の 実施 状況 調査 (中 間 検 査 ) 
補助 事業 期間 中 に お いて 、 市 町 村 が 必要 と 認め る 場合 に 、 事 業 の 実施 状況 を 実地 又は 
に より 確認 する 場合 が あり ます 。 市 町 村 か ら 指 示 が あっ た 場合 、 対 応 し て くだ さい 。 



























































面 提出 





















































(3) 事業 実施 状況 報告 
補助 事業 完了 後 3 年 間 、 当 該 事業 の 実施 状況 (売上 高 、 経 常 利 益 、 給 与 支給 額 等 ) を 市 町 村 へ 
報告 し て いた だ きま す の で 、 あ ら か じ め ご 了承 願い ます 。 































































































補助 事業 に 係る 経理 に つい て 、 事 業 が 完了 し た 年 度 の 終了 後 5 年 間 (又は 補助 事業 に より 取得 
し た 財産 の 処分 に 係る 制限 の 期間 の いずれ か 長い 期間 ) 、 帳 徳 や 支出 証拠 書類 を 適切 に 管理 ・ 保 
存する 必要 が あり ます 。 












































(5) 取得 し た 財産 の 管理 
補助 事業 に より 取得 し 、 又は 効用 の 増加 し た 財産 に つい て は 、 財 産 の 種別 に 応じ 、 そ れ ぞ れ 「 減 
価 償却 資産 の 耐用 年 数 等 に 関す る 省令 」 (昭和 40 年 大 蔵 省 令 第 15 与 ) に 定め る 年 数 が 経過 する 
まで の 期間 は 、 市 町 村長 の 承認 を 受け ず に 、 補 助 金 の 交付 の 目的 に 反し て 使用 し 、 譲 渡し 、 交 換 
し 、 貸 し 付け 、 担 保 に 供し 、 取 り 壊 し 、 又 は 廃棄 する こと が 禁止 され て お り 、 和 善良 な 管理 者 の 注 
意 を も っ て 適切 に 管理 する 必要 が あり ます 。 
耐用 年 数 が 経過 する まで の 期間 中 に 、 廃 業 や 事業 休止 な ど ご に より 当該 財産 を 処分 し 、 又 は 交 
目的 に 従っ た 使用 が で き な い 状態 と な っ た 場合 は 、 市 町 村長 が 定め る と ころ に より 補助 金 返還 

を 行う 必要 が 生じ ます 。 


























































































































Qc 

































































‘ 




















(6) 立入 検査 
本 事業 の 進捗 確認 の た め 、 随 時 市 町 村 の 担当 職員 等 が 実地 検査 を 行う 場合 が あり ます 。 
また 、 事 業 終了 後に お いて も 、 監 査 委員 等 に よる 実地 検査 が 行わ れる 場合 が あり ます 。 当該 検 
査 に より 、 補 助 金 の 返還 命令 等 の 指示 が な され た 場合 は 、 こ れ に 従わ な けれ ば な り ま せん 。 































































































様式 第 6-1 号 (18 関係) 


























岩手 県 知事 













































































第 三 
年 月 日 
様 
事業 者 名 代表 者 氏名 
事業 計画 説明 書 等 の 提出 に つい て 
治 崖 地域 基幹 産業 DX 推進 事業 費 補 助 金 に 係る 事業 計画 説明 書 等 を 、 次 の と お り 関 係 書類 を 添え て 提出 し ます 。 
事業 計画 説明 書 
2 過去 3 年 分 の 決算 書類 
中 期 事業 計画 
(A4) 





ココ 


上 式 第 6-2 号 (18 関係 ) 








事業 計画 説明 書 































































































































































































1 事業 者 概要 
事業 者 名 
代 表 職 氏 名 

所 在 地 
事業 所 の 所 在 地 等 - 

電話 ( ) FAX 3 

設立 韻 記 年 月 日 年 3 日 決算 期 
資本 金 万 円 
従業 員数 貞 
主たる 事業 内 容 

職 氏名 
連絡 担当 者 電 

連絡 先 

E-mail 


























2 補助 事業 概要 
























































※ 取 組 の テー マ を 簡潔 に 記載 し て くだ さい 。 ( 例 : つ 〇 〇 シス テム を 活用 し た 〇 〇 ライ ン に お ける 処理 スピ ー ド と 歩留まり の 改善 

















3 事業 者 の 現状 と 課題 





























※ 現 状 の 困り ご と や や 解決 し た い 課 題 に つい て 詳細 か つ 具 体 的 ( 








的 ) に 記載 くだ さい 。 














TT 
i 





























4 補助 金 活用 工程 ・ 部 門 の 現状 と 課題 












































※ 現 状 の 困り ご と 解決 し た い 課題 に つい て 詳細 か つ 具 体 的 (定量 的 ) に 記載 くだ さい 。 









































5 具体 的 な 取組 内 容 
※ ロ ボッ ト ・AI・IoT 等 の 技術 の 活用 又は 専門 家 の 診 断 や 改善 指導 を 想 


(構成 ・ シ ステ ム ・ 設 備 ・ 生 産 体制 等 ) な ど 事 業 の 内 容 を 具体 的 に 記載 し て くだ さい 。 











H 、 対象 ライ ン 























E し て いる 対象 事業 所 (所 在 地 が 分 か る よう に 記入 ) 、 対 象 品 
















































































6 取組 に より 得 ら れる 効果 
※ 生 産 性 や 付加 価値 の 向上 等 、 想 定 され る 効果 を 具体 的 ( 








的 ) に 記載 し て くだ さい 。 
































FF 
hi 


















































谷 





区 組 内 容 に 対す る 外部 評価 の 有無 及び その 内 容 

















家 か ら 指導 を 受け て いる 場合 に 記載 し て くだ さい 。 











※ 本 事業 の 計画 に 当たり 、 支援 機関 専門 
(外部 評価 の 有無 ) 
















































































(内 容 ) 
・ 評 価 を 行っ た 機関 等 の 名 称 : 
周 容 : 
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8 経費 内 訳 (単位 : 万 円 ) 

経費 区 分 (A) 事業 に 要する 経費 (B) 補助 対象 経費 (C) 生 算 根拠 (D) 備 考 
(税込 み ) ( 税 抜 き ) 6 (設備 名 、 シ ステ ム 名 等 

専門 家 謝金 

委託 料 

備品 購入 費 

注 行 は 適宜 追加 し て くだ さい 。 

9 収支 計画 及び 従業 員 へ の 給与 支給 額 の 増加 計画 (単位 : 万 円 、 人 ) 

事業 実施 年 度 1 年 2 年 後 3 年 後 

① 売 上 高 

② 営 業 利 益 

③ 経 党 利 益 

④ 人 件 費 

⑤ 減 価 償 却 費 

付加 価値 額 (②+④+ サ す ⑤) 

⑥ 設 備 投 資 額 

⑦ 給 与 支 給 額 

給与 支給 額 伸び 率 (%) 

従 業 員 数 | 

半生 | (人 信 財 

※ 算 定 対象 が 全 従業 員 の 場合 は 、 全 従業 員数 人 

の み の 記 載 で 可 0 

※ 給 与 支 給 額 の 算定 対象 者 全 従 業 員 対象 部 門 (部 門 名 称 : ) 

※ 給与 支給 額 の 算定 方 法 一 人 当たり 支給 額 支給 総額 

注 給与 支給 額 の 算定 対象 者 及び 算定 方 法 は 、 該 当 す る も の を それ ぞ れ 囲ん で くだ さい 。 

10 市 町 村 か ら の 意見 

※ 事 業 計画 説明 書 の 提出 に あたり 、 本 事業 を 市 町 村 と し て 推薦 する か どう か 記載 を お 願い し ます 。 











推薦 する 














(理由 ) 











} 











ぼ 薦 し な い 
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様式 第 7 号 18 関係) 





補助 金 の 交付 の 申請 を する に 当たっ て 、 次 の と お り 碑 約 し ま 








この 約 約 が 虚偽 で あり 、 又 は この 故 約 | 


せん 。 


































































































こ 反 し た こと に より 、 




















すす 。 




















当方 が 不利 益 を 被る こと と な っ て も 、 異 議 は 一 切 





し 立て ま 















































































































































1 補助 金 の 交付 を 申請 し よう と する 設備 投資 等 に つい て 、 国 又は 岩手 県 が 実施 する ほか の 補助 金 の 交付 決定 を 受け て い 
ませ ん 。 

2 過去 3 年 間 に 補助 金 の 不正 受給 を 行っ た こと は あり ませ ん 。 

3 国税 、 県 税 及 び 市 町 村 税 に 滞納 は あり ませ ん 。 

4 役員 等 (※1) は 横 力 団員 (※2) で な く 、 横 力 団 (※3) 又は 暴力 団員 と 密接 な 関係 を 有する 者 で は あり ませ ん 。 

※1 事業 主 が 個人 で ある 場合 に は その 者 を 、 事 業 主 が 法人 で ある 場合 に は その 役員 又は その 支店 若しくは 常時 契約 を 締 
結 する 権限 を 有する 事務 所 、 事 業 所 等 を 代表 する 者 を い う 。 

※2 ラ 凌 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 CF 成 3 年 法律 第 77 号 ) 第 2 条 第 6 与 に 規定 する 苦 力 団員 を いう 。 














※3 同 条 第 2 号 に 規定 する 又 力 団 を いう 。 
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様式 第 8 号 (18 関係 ) 
























































年 日 
市 町 村長 様 
所 在 地 
水産 加工 事業 者 名 
代表 者 職 ・ 氏 名 




















事業 実施 状況 報告 書 

年 月 日 付け 号 で 交付 決定 の 通知 を 受け た 補助 事業 に 係る 年 度 の 事業 実施 状況 に つい て 、 沿 岸 地 域 基 幹 産業 
DX 推進 事業 費 補 助 金 事 務 取 扱 要 領 第 16( 1 ) の 規定 に より 下記 の と お り 報 告 し ます 。 

記 


































































































【 ウ 
ln 
* 


























2 年 度 事 業 実 施 状 況 (決算 期 : 年 月 日 ~ 年 月 日 ) 









































































































































(1) 事業 目的 の 達成 状況 ・ 事 業 成果 の 概要 
(2) 経営 指標 の 状況 (単位 : 万 円 、 人 ) 
事業 実施 年 度 1 年 後 2 年 後 3 年 後 

① 売 高 

② 営 業 利 益 

⑨⑧ 経 常 利 益 

④ 人 件 費 

⑤ 減 価 償 却 費 














付加 価値 額 (②+ の ⑨④+6⑥⑤) 





























⑥ 設 備 投 資 額 














⑦ 給 与 支 給 額 











給 与 支給 額 伸 び 率 (% ) 



































































































































第 業 員 時 
※ 筑 定 対象 が 全 従 業 員 の 場合 は 、 全 従業 員数 | (和則 
の み の 記 載 で 可 
※ 給 与 支給 額 の 算定 対象 者 全 従業 員 ”・ 対象 部 門 部門 名 称 : 
※ 給与 支給 額 の 算定 方 法 ー 人 当たり 支給 額 ・ 支給 総額 


















































(3) 補助 事業 に より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 し た 財産 の 管理 状況 
(4) 今後 の 課題 
注 1 本 様式 は 、 補 助 事 業 が 完了 し た 年 度 の 翌年 度 以降 に 到来 する 決算 期 の 未 日 (自ら の 毎 事業 年 度 終了 の 日 ) か ら 起 算 
し て 3 か 月 以内 に 、 補 助 金 交付 決定 を 受け た 市 町 村 に 提出 する こと 。 
注 2 対象 期間 の 決算 書 ・ 税 務 申 告 書 の 写し を 添付 する こと 。 
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